














































































　かつ債券に投下された時価価値(the value of accounts)を膨らませた，報
　告書を発行させた。｣(ＳＥＣ News Digest, 1999/9/13)なお訴状によれば，債
　券は1996年からすでに発行が始まっており，投資家の損失は10億ドルに



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































券ではないこと，監査法人KPMG Peat Marwick (Bahamas)が1998年の成
果については監査を実施していることなどが違いとして浮かぶ(Reuters99/
9/17; Princeton Economic Debacle cited from http://ｗｗｗ.marhedge.ｃｏｍ.,99/11/13;
Princeton Global Fund Ltd. citedfrom http://ｗｗｗ.magnumfund.ｃｏｍ.,99/9/27)。
　両者を比較すると監査法人による監査が入り，その結果，分別管理が徹
底していた点が大きな違いではないか。つまりこのような第３者による監
査は，投資の安全性を確保する上でかなり有効だと言える。
　同様に企業の資産運用の姿勢を改革する上では，機関投資家など企業に
対し発言権のある主体が，第３者的視点で，運用の中身をチェックするこ
とが有効であろう。債券の保有目的や残高の変化，リスクの取り方などに
外部からの目が入ることで，企業側も企業の経営目的との関係で，外部に
説明できる資産運用方法の構築を迫られるからである。
― 116－
　なお略記号のＥは夕刊．例．ＡＥ：朝日新聞夕刊
主要検索対象サイト
　共同通信KN　　　　　　　　　　　http://ｗｗｗ.kyｏｄｏ.ｃｏ.jp
.金融監督庁　　　　　　　　　　　http://ｗｗｗ.fsａ.cｏ.jp
.クレスベール証券東京支店　　　　http://ｗｗｗ.cresvale.ｃｏ.jp
.公認会計士協会　　　　　　　　　http://ｗｗｗ.icpa.ｏrg･jp
.証券取引等監視委員会　　　　　　http://ｗｗｗ.fsａ.cｏ.jp/sesc
　毎日新聞Ｍ　　　　　　　　　　　http://ｗｗｗ.mainichi.ｃｏ.jp
.日経goo　　　　　　　　　　　http://nikkei.goo.ne.jp
　ヤフー(Reuters, AP,時事）　　　http://ｗｗｗ.yａｈｏｏ.ｃｏ.jp
.CFTC.　　　　　　　　　　　　　　　　　　http://ｗｗｗ.cftc.goｖ.
.Financial.Times(FT).　　　　　　　http://ｗｗｗ.ft.ｃｏｍ
.Princeton.Economic.Institute.　　　http://ｗｗｗ.pei-intl.ｃｏｍ
.Republic.New.York.Corporation.　http://ｗｗｗ.mb.ｃｏｍ
.SEC.　　　　　　　　　　　　　　　　　　　http://ｗｗｗ.sec.goｖ.
署名記事
　天野太球麿「証券詐欺にだまされない投資運用『四つの原則』」『週刊ダイヤモ
　　　ンド』1999/1 1/20.
　石井至「プリンストン債の教訓J AE99/1 1/20.
　井下健悟・大崎明子「和牛商法並みだったプリンストン債」『金融ビジネス』
　　　1999/12.
　尾水和春「『損失隠し』の手口」『週刊朝日』1999/6/11.
　隈元浩彦「リベートは200億円の還流金から出した」『サンデー毎日』1999/11/
　　　14.
　小暮史章「日本を舞台に儲けるマネー紳士の“手口”」『Foresight』1999/12.
　佐藤孝「巨額ロシア・マネー洗浄事件の全構造」『金融ビジネス』1999/ll.
　滝田洋一「あぶりだされる仕組み債J NFD99/12/2.
　滝田洋一「ナゾ深まるプリンストン債事件J NFD99/12/12.
　橘真一「甘い話に引っ掛かる財務担当者のタイプ」『エコノミスト』1999/１ｉｎ.
　松崎隆司・岡田広行「『プリンストン債』紙くず騒動」『金融ビジネス1 1999/
　　　12.
　松崎隆司「ヤクルトークレスベールの腐れ縁」『金融ビジネス』2000/2.
　　　　　　　　　　　　　　　　－117 －
無署名記事（日付順）
　「粉飾隠しは外資のカモ　デリバティブの内幕」r金融ビジネス』1998/6.
　「外資軍団が儲かる手口を公開」同上.
　「なお続く『隠し損飛ばし』の実態」『選択』1998/6.
　「投資家の低レペルを証明したプリンストン債問題」『金融財政事情』199919121.
　「リスク管理の甘さ露呈J N99/9/28.
　「虚利に踊った国際詐欺疑惑J N99/11/1.
　「プリンストン債事件は氷山の一角」『週刊ダイヤモンド』1999/11/20.
　「事件の全容はこうだった」『エコノミスト』1999/12/7.
　「ジャスコ，参天製薬，JR四国など22社が賠償提訴I MOO/1/21.
　「振興信組，私募債の欠損54億円J AOO/1/27.
　「アルプス電気も提訴J NOO/2/9.
　「丸善，米で賠償請求訴訟J AOO/2/16.
　「瀬戸川会長の詐欺容疑立件は困難J AOO/2/25.
著者連絡先　fukumitu@seりo.ac.jp
―118－
